


回帰いっそう鮮明
第7次エネルギー基本計画

　日本共産党国会議員団は17日、エ
ネルギー基本計画と来年２月までに国
連に提出する政府の温室効果ガス削減
目標について、2035年度までに13年
度比で75～80％に引き上げることを
政府に申し入れました。

　国の中長期のエネルギー政策を示す
「第７次エネルギー基本計画」の原案が
17日、経済産業省の審議会で示され公
表されました。
　原案で原発については、東京電力福
島第１原発事故以降、政府自身が掲げて
きた「可能な限り原発依存度を低減する」
の文言を削り、「最大限活用」を打ち出
し2040年度の電源構成に占める割合を

　政府に原発新増設を含めた活
用を要望する国民民主党。原発
に固執する背景に電力会社の労
働組合、電力総連との関係が。
電力総連の「組織内議員」であ
る竹詰仁氏（参院比例）は１億
3000万円（21～23年）、玉木雄
一郎氏とともに石破茂首相に原
発推進を申し入れた浜野喜史氏
（参院比例）は2050万円（22、
23年）を受け取っています。

　申し入れでは、「次期エネルギー基
本計画に、原子力の『最大限活用』
や新規建設を盛り込むことは福島第１
原発事故の教訓を投げすてるもの」と
強調し、「2030年度の原発発電量は
ゼロとし、すみやかに原発ゼロに踏み
出すこと」を求めています。
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「２割程度」としました。過酷な原発事故
の教訓を投げ捨て、原発回帰をいっそう
鮮明にした形です。
　原発の新規建設についても踏み込み、
岸田文雄政権時に「廃炉を決めた敷地
内」と限定されていたものを、電力会社
が同じなら「敷地外でも可能」とし、新
規の原発について「開発・設置に取り組
む」としました。

　2023年の「政治資金収支
報告書」で、原発利益共同
体の「日本原子力産業協会」
の会員企業が、自民党の政
治資金団体「国民政治協会」

に計６億177万円の政治献金
をしたことが判明。自民党
が巨額献金を受け取り、政
策をゆがめている実態が浮
き彫りになりました。


